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2026年４月24日 戦略・組織グループ 調達支援・改革担当（デジタルマーケットプレイス班）

第１回政策評価・行政事業レビュー有識者会議資料



デジタルマーケットプレイス（DMP）とは
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通常の情報システム調達 DMPによるクラウドソフトウェア調達

• 調達期間が長く、手続が官民双方で負担。
• 参入障壁が高く、市場の透明性が低い。

• 調達期間を短縮、官民双方で調達を簡素に。
• 市場の透明性を高め、中小、スタートアップを含む
多様な事業者参入を促進。

• 省庁・自治体によるクラウドソフトウェア（SaaS）の調達迅速化と中小企業・スタートアップを含む調達先の多様化を目
的としてカタログサイトの検索を活用した調達手法を令和７年3月より開始。



DMPの調達対象とカタログサイト

調達対象 政府の調達手法
クラウドソフトウェア（SaaS）

クラウドサポート（導入支援）

クラウドホスティング（IaaS, PaaS） ガバメントクラウド等

受託開発・運用・ユーザーリサーチ等 一般競争入札等による調達

DMPで対応

【調達対象外について】
 非業務目的で使用するサービス （ゲーム、エンター
テイメント等）は対象外。

 ハードウェアを含む調達は対象外。IoTデバイス等、
ハードが必要なSaaSはソフトウェアライセンスのみ
が対象。

 事業者による開発が必要なSaaS（ローコード開
発ツール等）は、受託開発部分は対象外。（ライ
センス購入は可）
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 https://www.dmp-official.digital.go.jp/
（PCブラウザのみ）

 ソフトウェア会社・販売会社は提供するソフトウェア・
サービスを登録

 一般利用者も検索機能は活用可能
 調達選定のための機能は行政ユーザーアカウントを作
成した行政職員のみ利用可能

【調達対象】

【DMPカタログサイト】

https://www.dmp-official.digital.go.jp/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/
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個別契約

調達手続

事業者
ソフトウェア

会社、販売会社

行政機関等
国・自治体等

✓ 全省庁統一資格
✓ GビズIDの取得 基本契約の締結 ソフトウェア登録

サービス登録

ソフトウェアの
企画検討

（仕様の検討・確定）

✓ 利用規約同意
✓ ユーザー登録

ソフトウェアの
製品選定

（仕様に応じた製品選定）

事前準備 DMPカタログサイト利用

デジタルマーケットプレイスを利用した調達

DMPカタログサイトを利用して検索し製品選定した結果、
・複数者選定となれば、会計法(※)第29条の３第３項に基づく「指名競争入札」を行い、
・1者選定となれば、会計法(※)第29条の３第４項に基づく「随意契約」により個別契約を締結となる。

（※）自治体の場合、地方自治法施行令を根拠として、複数者選定となれば、「指名競争入札」、「１者選定」となれば、「随意契約による個別契約」となる。
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（参考）地方公共団体におけるDMP活用

＜調達利用ガイドブック及びQ&Aの位置づけ＞
• 地方公共団体向けに作成した「調達利用ガイドブック」及び「Q＆A（地方公共団体向け）」は、地方公共団体に対し、
地方自治法第２４５条の４第１項に基づく技術的助言として、DMPを利用し、迅速かつ適切な調達を行っていただくた
めに必要と思われる基本的な考え方及び調達手続の手順等について、これらに準拠して実施いただく前提を記載。

• 本ガイドブック及びQ&Aでは、具体の契約相手方を選定する調達プロセス等（＝個別契約）について、地方公共団体に
おける、一般的な調達方法及びその根拠規定を参考として提示。総務省とその妥当性（地方自治法及び地方自治法
施行令の解釈を含む）について事前に確認したもの。

• 地方公共団体がDMPを利用する際には、本ガイドブック及びQ&Aをご活用いただくとともに、必要に応じて各自の規則、マ
ニュアル等の改正の参考としていただくことを想定。

• なお、本ガイドブック及びQ&Aは、個々の地方公共団体が選択した調達方式で調達を実施することについて何ら拘束す
るものではない。案件に応じて適宜の方法で調達手続を実施することが可能。

自治体においてもDMPを活用しやすくなるように調達利用ガイドブックとQ&Aを策定し、地方自治法上の技術的
助言として自治体に発出している。
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年間スケジュールイメージ
7月6月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 8月

予算
編成

調達
作業
例

N-1年 N年

概
算
要
求
書
提
出

閣
議
決
定

（
政
府
予
算
案
）

予
算
成
立

線表における内容や時期については、国の行政機関等を想定したもの（状況等によっては変化する可能性あり）
（注）R7年度の実績に基づいたスケジュール。

事業の企画・予算規模の見積取得

DMP
利用
促進

DMP
カタログ
サイト
整備
運用

（注）

（注）

（状況に応じて）経済対策策定・補正予算編成「デジタル重点計画」や「骨太の方針」等、政府方
針等を決定

政府調達セミナー 自治体総合フェア

DMP活用促進会交流会

Govtechフォーラム
Govtech Bridgeカンファレンス

J-LISフェア

（自治体向け）問合せのあった自治体等へのDMP活用デモや伴走支援、直接自治体へ赴き説明会等の実施を通じて、DMPの認知拡大を実施
（事業者向け）事業者への広報活動やツール提供を通じてデジタル・マーケットプレイス（DMP）カタログサイト登録を促し、スタートアップを含む多様な事業者の公共調達への参入拡大を推進

CEATEC2025

予算編成作業及び査定方針等を踏まえた折衝
国会へ予算提出・審議

概算要求に向けた仕様検討・見積書作成

システム運用・保守等（DMPへの事業者及び行政職員のカタログサイト登録事務や、問合せ、軽微な改修対応含む）

調達仕様書の作成・調達手続の検討 調達手続を通じたベンダーの選定 契約・予算執行

事業者向け 自治体向け 事業者・自治体双方向け

反映

反映

追加機能の開発（ユーザーテスト等に基づく利便性向上に向けたUI/UXの改善等） 次期に向けた引き継ぎ

追
加
機
能
リ
リ
ー
ス
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DMPを通じた提供価値

利用可能なSaaSの探
索・発見

仕様等を検討する上での
事業者コンタクト

SaaSの
迅速な調達

自社サービスの
認知機会創出

問合せ対応を通じた行政
機関との関係構築

行政機関からの
調達による売上

行政機関

事業者

①これまで気づかなかった
ソフトウェアサービスを探し
やすくなる

②仕様検討の際に事業者に
アクセスし、解像度を高められる

③仕様に合ったソフトウェアを
迅速に調達できる

①カタログ掲載を通じて
行政機関から認知してもらえる

②行政機関からの問合せを
通じて今後の営業チャネルを
得られる

③DMPを経由した実際の調
達を通じて売上につながる

DMPの価値は行政機関・事業者双方のマッチングの機会創出にある。
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DMP利用拡大に向けたこれまでの取組

目的 取組

事業者による登録増加

 クラウドベンダーと連携してSaaS事業者向けのDMP登録に関するイベントを実施
 CEATEC等、事業者向けのイベント登壇を通じてDMPの認知拡大を推進
 Govtech協会、JISA、SAJ、新経済連盟等の会員企業向けにDMPの説明会実施
 Govtechスタートアップのオウンドメディアの取材に対応
 問合せのあった企業に対してデジタル庁職員が個別に登録支援等を実施

自治体による利用拡大

 自治体総合フェア、JLISフェア等、自治体向けのイベント登壇を通じてDMPの認知拡
大を推進

 総務省に確認の上、地方自治法上もDMPの調達スキームが問題ないことを地方自治
法上の技術的助言として全自治体に発出

 総務省のフロントヤード改革手順書にもDMPについて記載
 地方創生交付金のデジタル実装型についてはDMPを利用した調達で加点（R7補正
で35件登録あり）

 デジタル庁内の防災DX、教育DX、テクノロジーマップ等のチームとも連携して事業者
のソフトウェア掲載を拡大

 DMPを通じた調達を検討している自治体に対してデジタル庁の職員が説明に伺い、個
別に導入支援を実施

これまで①事業者によるソフトウェア・販売サービスの登録、②行政職員によるアカウント登録及び調達利用双方の
増加を促すため、以下のような取組を行ってきた。



※検索実行数は、行政ユーザーの他一般ユーザーも含む
直近3ヶ月間の実行数を集計
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現状の取組実績

―事業者数―

387
―ソフトウェア数―

479
―登録行政ユーザ数―

714

56%
23%

21%

登録事業者属性
中小企業 大企業 スタートアップ企業

―検索実行数―

約1,200
週単位

※上位抜粋 ※累計サイトアクセス数

2026年3月31日時点

400自治体が登録

検索ソフトウェアタグ登録ソフトウェアタグ

注：DMPでのスタートアップの定義は
①創業10年以下、②資本金3億円以下、③従業員数300人以下の全てに該当した場合としている
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まちづくり
窓口対応

総務

※累計検索条件タグ上位抜粋
直近3ヶ月間の実行数を集計
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• DMPは、令和7年3月18日に行政機関向けの調達機能等をリリースし本格的にサービス開始。
• 令和7年度当初契約に係るIT調達にDMPを活用することが困難だったが、中央官庁、自治体において補正予算などの
財源を活用した調達に基づく実績が公開。
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DMPの調達方式を通じた調達実績

▼公開導入実績 ※一部抜粋

DMP導入実績検索サイト｜https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/

中央官庁 自治体 自治体

契約件数 ：6件（デジタル庁2件、自治体4件）
調達金額合計：約2,800万円

（2026年3月末時点）

https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/
https://www.dmp-official.digital.go.jp/search/trackRecord/
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現状の課題と対応の方向性

課題 要因 対応の方向性

事業者によるソフトウェア・サービ
ス登録数の増加

• 事業者によるDMPに関する認知が浸透していない
• DMP登録による事業者にとってのメリットが浸透して
いない
※省庁・自治体等に検索を通じて自社サービスを知ってもらえる、調
達につながる可能性がある等

• イベント、メディアを通じた事業者向け認知の拡大
• 広報コンテンツを通じたDMPの理解促進
• DMP掲載マークによる公共調達市場でのPR資材
の提供

行政ユーザー登録数の増加
• 省庁・自治体職員によるSaaSに関する理解が浸透
していない

• 省庁・自治体職員によるDMPに関する認知が浸透
していない

• イベント、メディアを通じた省庁・自治体向け認知の
拡大

• 広報コンテンツを通じたDMPの理解促進

行政ユーザーによる調達選定で
の利用件数の増加

• 財政部署のSaaSやDMPの調達方式に関する理解
が浸透していない。

• 自治体によっては調達資格等の会計ルールの見直し
が必要となる。

• DMPを利用した調達事例紹介による理解浸透
• 財政部署をターゲットとした説明
• DMP利用に関する自治体向け交付金等での加点
要件の継続

• 調達利用を検討する個別行政機関・自治体へのサ
ポート

• 独法等の利用対象拡大

• ソフトウェア・サービス・行政ユーザー登録増加に当たっての課題として事業者や省庁・自治体へのDMP認知が十分に広
がっていない部分がある。

• 調達利用件数増加に当たっての課題として、行政組織の財政部署によるDMPの調達手法に対する理解浸透や、DMP
に対応した調達ルールの見直しなどが必要になるケースがあり、すぐにDMPの調達手法が使えない自治体もある。
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